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国家戦略特区ワーキンググループ ヒアリング（議事要旨） 

 

（開催要領） 

１ 日時 平成27年１月15日（木）13:29～14:17 

２ 場所 永田町合同庁舎７階特別会議室 

３ 出席 

＜ＷＧ委員＞ 

座長 八田 達夫 アジア成長研究所所長 

         大阪大学社会経済研究所 招聘教授 

委員 原  英史 株式会社政策工房代表取締役社長 

委員 本間 正義 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 

＜関係省庁＞ 

   菅家 秀人 水産庁企画課長 

   駒井  航 水産庁企画課長補佐 

   永田 祥久 水産庁漁業調整課長補佐 

   木村 聡史 水産庁漁業調整課係長 

   手塚 耕平 水産庁企画課係員 

＜事務局＞ 

   内田  要 内閣府地域活性化推進室長 
   富屋 誠一郎 内閣府地域活性化推進室長代理 
   藤原  豊 内閣府地域活性化推進室次長 

 

（議事次第） 

１ 開会 

２ 議事 特定区画漁業権の免許に関する優先順位等の見直し（農林水産省） 

３ 閉会 

 

 

○藤原次長 それでは、本日２つ目の議題でございますけれども、特定区画漁業権の免許

に関する優先順位等の見直しでございまして、これは、臨時国会に出させていただいた法

案の中にも盛り込むべく、昨年の秋でございますが、ワーキンググループ、政務レベルで

もいろいろな調整をさせていただいたのですけれども、なかなか整わなかった案件でござ

います。 

 御説明があると思いますけれども、いただいた資料の７ページにございますけれども、

復興特区で一定の措置がなされているわけですが、その第１、第２、第３順位の状況とか、
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第２、第３のところの要件をどう緩和するかといった漁業権の付与についての要件の緩和

が議論されたわけでございますが、本日はそのフォローアップということでお願いできれ

ばと思っております。 

 八田座長、よろしくお願いいたします。 

○八田座長 お忙しいところをお越しくださいまして、ありがとうございます。今回は本

間先生も委員にお入りになりましたので、この問題について改めて御説明をお願いしたい

と思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

○菅家課長 水産庁の企画課長の菅家でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 まず、昨年暮れとことしの初めに２回ほど当会議でヒアリングの要請があって、私も全

く拒否するとかというつもりはなかったのですが、予算の作業に忙殺されておりまして、

ちょっとヒアリングに出席できなかったことを心からおわび申し上げたいと思います。 

 お配りしてある資料で、もう一度、漁業権の概要ということで、１回御説明しているの

ですが、ポイントを御説明させていただければと思っております。 

 まず、１ページ、漁業法の目的を記載しております。この法律の目的の肝は下線が引い

てあります、「水面を総合的に利用し、もつて漁業生産力を発展」ということがこの法律の

重要な目的でございまして、この目的を達成するために法制度が構築をされているという

ことでございます。 

○八田座長 これは水産資源の保全も含むわけですか。 

○菅家課長 それは当然、自明の前提でございますので、あえて書いておりませんけれど

も。２ページ目をお願いいたします。 

 漁業権の概要ということで書いております。 

 漁業権は、昨年も御説明させていただいたように、共同漁業権と区画漁業権と定置漁業

権の３種類がございます。 

 昨年、中心的に御議論いただきましたのは、この区画漁業権の中の特定区画漁業権と申

しまして、生けすによる魚類養殖とか、ノリとか、カキの養殖だとか、そういったものは

特定区画漁業権の対象になるわけでございます。 

 上の箱の２つ目の○のところで「漁業権の主な特徴は」とございますが、これは知事に

より免許をされる自治事務ということ、みなし物権として物権的請求権が認められている

こと、それから、属人的な権利でございますので、譲渡制限、貸し付けも禁止となってお

ります。 

 これは後で出てまいりますけれども、優先免許制度と裏腹の関係にあって、譲渡制限、

貸し付けの禁止ということになっておるわけでございます。 

 ３ページ目、我が国の水面の総合的利用、海面の総合的利用という状況をちょっと事例

としてお示しさせていただいたものでございます。 

 この右側の薄い灰色のところが陸地で、白いところが海ということになりますけれども、

非常に輻輳的に漁業権が設定をされていることの例示でございます。 
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 一番外枠は共同漁業権ですけれども、この共同漁業権の中にさらにもう一つ、緑の共同

漁業権が設定されていて、さらにその中に赤の枠の定置漁業権が設定されておったり、青

い枠の区画漁業権というものが設定をされていることになっております。 

 このようなところで、非常に狭い海面でたくさんの漁業者が漁業を営んでおりますので、

全体的な調整なしにはとても有効な活用はおぼつかないということでございます。 

 例えば、同じ海面の上と下を分けて違う漁業者が使うとか、同じ海面を時期を調整して

異なる漁業者が使うとか、あるいは、後のほうで出てきますけれども、漁業権の対象区域

をさらに細かく割って使うのですけれども、その場所によって不公平とかが出ないように、

毎年ローテーションをしてきっちり調整をするとか、きめ細やかな調整が必要であって、

それによって高度な、限られた海面の利用が可能になっているということでございます。 

 ４ページが、昨年いろいろ御議論いただきました、漁業権の優先免許制度というところ

でございます。右側の箱の中でございますけれども、定置漁業権、区画漁業権、その中の

特定区画漁業権、共同漁業権ごとにそれぞれ第１順位、第２順位というものがございます。 

 この特定区画漁業権のところが、まず、第１順位は地元漁協が管理をする。行使は組合

員となっておりますけれども、これもおさらいですが、この地元漁協は、みずから養殖業

は営むことはなくて、漁協の組合員が漁業権を行使する形で実際に養殖業を営む。 

 その際に、非常に狭い区域で輻輳してたくさんの養殖業者がいかだとか生けすを浮かべ

て養殖業を営むものですから、漁場紛争が起きたりしないように、あるいは、先ほど申し

上げたような漁場の高度な利用がなされるように、漁協がしっかり管理調整という役割を

行うという意味で第１順位に漁協が来ているということでございます。 

 あくまで地元漁協は、自らは養殖業は営まないで、組合員が養殖業を営む際の管理調整、

行司役と申しますか、そのような役割に徹するということで第１順位に来ているというこ

とでございます。 

 次のページが先ほど申し上げたローテーションの例なのですけれども、「有明海における

のり養殖の例」とあります。 

 平成22、23年という年号が書いてある絵なのですけれども、この細かい数字が書いてあ

るこれ１つが漁業権の区画でございます。 

 この中に、それぞれ非常に細かく見えますが、１辺が27メートルと54メートルぐらいの

区画なのですが、これは小間と呼ばれております。ノリの養殖がこの中でそれぞれ行われ

ているという単位なのですけれども、やはり漁場の中ですと、海水中のノリの成長に必要

な栄養分が場所によって違ったり、潮の流れで影響を受ける、その影響も場所によって違

ったり、あるいは、作業しやすい、しにくいということがございますので、そのような不

公平が生じないように、年ごとにこの小間の場所を変えて漁業者が場所を移るというロー

テーションを行っていて、この調整も第１順位に来る漁業協同組合の管理調整の重要な仕

事の１つになっております。 

 例えば、平成22年のところで黄色の２という小間を割り当てられていた漁業者は、平成
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23年のところでは別の場所のところに移っている。これを「割替え」と申します。 

 平成22年ではやっていなかった人も、23年から新規加入をしてやっている場合もあると

いうことでございます。 

 このような管理調整は、自ら養殖業を営む人ではなかなかできないので、自らはやらな

いけれども、このような全体の管理調整に徹する人が、いわゆる行司役として第１順位で

漁業権の管理をしていることになっております。 

 ６ページ、法人の参入状況でございます。今回の議論の対象ではなかったのですけれど

も、「沖合・遠洋漁業」は歴史的に法人の参入が進んでおりまして、現在、指定漁業で見ま

すと、７割が法人になっている。 

 「沿岸漁業」の中でも、魚類養殖はブリ・カンパチ、クロマグロといったものには企業

がたくさん参入をしておりまして、方法としては、地元漁協と調整した上で直接漁業権を

取得するといった場合、地元漁協の組合員として企業が漁業権を行使するといった場合も

ございます。 

 事例として、全国のクロマグロ養殖業者は92業者ありますけれども、このうち法人が65、

70％以上が法人になっているといった状況でございます。 

 ７ページ、復興特区の制度の中で、１つ、漁業権について特例というものを設けており

まして、先ほどの左側のほうにあります順位を、特例としてこのようにして適用しますと

いうものが右側の箱なのですけれども、復興推進計画というものを県がおつくりになって、

内閣総理大臣に申請をします。 

 その中で同意要件といった要件を満たす場合にはオーケーが出るということなのですけ

れども、その際に第１、第２、第３順位は、第１順位の人がいても、第２、第３順位の人

に知事が免許を出すことができるということでございます。 

 これは何でこのようなことができたかというと、大変な被害を被災地の養殖業は受けま

して、なかなか地元の漁業者だけでは復興が困難であるという、極めて異例な状況のもと

で、やはり復興を推進する、迅速に復興を図るという観点から、極めて異例な特例として

このような制度を設けたということでございます。 

 この制度に基づいてどのようなことになったかというものが、８ページでございます。 

 宮城県でこの制度をお使いになりまして、事例が１つ出ております。石巻市の桃浦地区

というところで、桃浦かき生産者合同会社というところが直接漁業権の免許を受けたとい

うことでございます。 

 ただ、この合同会社は同時に宮城県漁業協同組合の法人組合員にもなっておりますので、

あえてこの法律に乗っかって漁業権を取得する方法によらなくても、漁協の組合員として

養殖業を行うことはできたわけでございますけれども、宮城県知事の御判断として、この

ような制度を利用して免許を取得したということでございます。 

 概要は下に書いてございますが、省略をさせていただきます。 

 前回のヒアリングで、八田先生からこの合同会社がカキむき機械を導入しているという
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お話もありまして、ちょっとこちらもいろいろ調べてもみたのですけれども、確かに導入

しております。 

 その機械が、本来だったら、カキは人手でむくのですけれども、どうにも震災の影響で

人手が確保できないということで、何かないかということでこの機械を導入したというこ

とでございますが、これは実は国の補助金も入って導入したものでございますので、法人

化されたからこういった先進的な機械の導入ができたのだというお話も先生からちょっと

あったのですが、実態としては、国の補助金も利用して導入しておられるようでございま

す。 

○八田座長 これを利用していないところでも、導入したところはいっぱいあるのですか。 

○菅家課長 国内ですか。 

○八田座長 はい。 

○菅家課長 国内は広島県で１例があることを聞いておりますけれども、そんなに多くは

利用していないようでございます。 

 外国もちょっといろいろ見たのですが、アメリカとか、オーストラリアとか、一部はご

ざいますが、そんなにメーンではないようでございます。 

○八田座長 それがポイントではなくて、桃浦では、法人であるから、そのような情報を

きちんと入れて、国の補助金を活用するなり何なりしてできたのではないかということが

ポイントです。 

 だから、法人でないところでもこういう新技術を入れているところが多いなら、もちろ

んそれは別に法人である必要はないと思います。 

○菅家課長 それは、みんなその機械があることは当然知っているわけなのですけれども、

かきをむく人がちゃんと確保できれば、ここの会社でも導入は必要なかったわけで、この

相当高い機械を導入することのコスト、ランニングコストもかかりますし、そういったこ

とと実際にカキをむく人を雇用してやることが、どちらがコスト上ペイするかという判断

として、今のところの我が国では、手でむくことが行われているのではないかと思います。 

○八田座長 法人でないところで導入した例を幾つか教えていただければありがたいです。 

○菅家課長 広島で１例あると聞いています。 

○八田座長 それがどのような例かというのを教えていただきたい。いつ導入したかとか。 

○菅家課長 わかりました。 

 ただ、外国でもそんなにたくさん導入されているとは聞いておりません。 

○八田座長 いや、それは、ポイントではない。企業であるからそのような情報を得るこ

とができて、補助金の活用もできたのではないかと申し上げている。 

 三陸で被害を受けたところはいっぱいあると思います。ただ、法人があったここでは導

入して、法人がないところは導入していなかったとしたら、明らかに法人にしたことが役

に立っているではないですか。 

 実際問題として、あそこの会社の社長さんは、この機械のことを調べて見つけ出したこ
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とにすごく誇りを持っていました。 

 それが漁協でも普通にできるのなら、その点については全然法人の必要性を私は言うつ

もりはない。だから、三陸でいれた他の例を教えてください。 

○菅家課長 法人だからできたということはちょっと理解できないですけれども、こうい

った機械が外国にあるというのは。 

○八田座長 例を調べてくれれば、それでわかるでしょう。三陸でほかにあれば、それで

十分です。 

○菅家課長 わかりました。広島にあるとは聞いていますので、ちょっと調べてみたいと

思います。 

 ９ページは、日本を中心としてどういった漁業の仕組みがとられているかということで、

漁業権漁業が日本の国土の最も近いところにありますけれども、日本の場合は非常に養殖

に適した海面も非常に少ないところで、たくさんの漁業者が輻輳して漁業を行っていると

ころで、一部こういった漁協が中心になって免許的な管理が行われているということでご

ざいますが、国土を離れれば、ここは基本的には許可漁業という形で、特に免許的な管理

は行われていない状況でございます。 

 そのような意味で、例えば、農業のような、耕作放棄地があって、そこを有効に利用す

るために企業の参入が必要だとか、そのような状況には少なくとも日本の養殖業はあるよ

うな状態ではないと理解しております。 

 簡単でございますが、以上でございます。 

○八田座長 どうもありがとうございました。 

 では、委員の方に伺う前に、まず、桃浦で、法人にしたことによる弊害を教えていただ

きたい。これがもし漁協でやっていれば、こんなにいいことがあったのにというものを教

えてください。 

 というのは、先ほどのお話を伺っていると、基本的には漁協でなくてはこのようなこと

はできません、順位を１位にする十分な理由があるのですということなのですが、おっし

ゃっている理由は、全く同じ理由が企業のようなある程度の規模をもって管理するところ

でもできるように思うのです。 

 これは個人で直接やったらまずいということは、わかります。だけれども、一定の規模

を持った企業が漁協よりなぜ悪いのかがよくわからない。 

 桃浦に企業を導入して、このような弊害があったということを教えていただきたい。そ

れが１つです。 

 私もそんなに数多く知っているわけではないけれども、幾つかの漁協の人に会ったとこ

ろで、管理能力があるとか、そのような次元のところではない、非常に旧態依然としたと

ころが多いですね。 

 それは全てがそうだとは言わないけれども、そのような漁協と企業とが、事前に順位を

つけられることなく、能力でもって競争させことが何でできないのだろうかということで
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す。 

○菅家課長 繰り返しになりますけれども、漁協は全体を管理する、行司役としての立場

に立つわけです。これはよろしいでしょうか。 

○八田座長 だから、それは企業だってできるでしょう。 

○菅家課長 いや、企業は営利企業が来るとしたら、みずからその利益を得るために参入

するわけであって、例えば、相撲で例えれば、行司と相撲とりが同じ役割ができるかとい

うことなのです。 

○八田座長 それは、一種のプロ野球のコミッショナーみたいなものですよ。あるいは、

球団のオーナーでもいい。 

 オーナーは、やはり個々の選手に対してひいきをするようなこと、個々の選手の利益を

代弁してということはまずいけれども、全体としてはやはり勝つようにしなければいけな

いと思うし、きょうの生産性を上げるためにあした疲れさせてしまったらまずいわけで、

水産資源の保全を考えながら長い目で見てやっていきたいという目的では全く変わりない

と思います。 

 とにかく、そのような能力を条件とした上で幾つかの候補者の中から選ぶということを

しなければ、最初から独占権を与えたら、そんなところに能力があるはずがないではない

ですか。 

 同じ行司でも、だめな行司といい行司とあるでしょう。 

○菅家課長 ここは非常に重要なところで、まず、ここが解決しないと前に進まないので

すけれども、例えば、このノリの個々の小間に個々の漁業者がいて、そこの管理調整をす

る役割と、自分の営利企業の目的で参入をして、そこで自分の事業を営んで、たくさんの

収益を得て、たくさんの配当を行うことを目的とする営利企業は、同じ土俵で比べられる

はずがないと思うのです。 

○八田座長 管理調整をする能力で比較すればいいのです。 

○菅家課長 では、そこに入った個々の企業者は、何で全体の管理の調整まで目を配ると

いうインセンティブが企業として働くわけですか。 

○八田座長 その個々の小間のですか。 

○菅家課長 はい。 

○八田座長 小間ではなくて全体を管理するところを入札すればいいではないですかとい

うことです。 

○菅家課長 海面があって、一定のところに参入するとして、何でその人が全体を管理す

るのですか。 

○八田座長 分割する必要はない。全体でやるべきではないですか。 

○菅家課長 それは個々の漁業権というものが設定をしてあって、区画が海面の設定をし

てあって、そこを誰に免許をするかという話を、今、しているわけです。 

○八田座長 だから、その漁業権の設定は、管理運営上、効率の観点からここを誰か１つ
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のところがやられればできるという単位で最初から選んで、競争させればいいのです。 独

占させていいことはないでしょう。それはお認めになりますか。 

○菅家課長 それは営利企業の目的になるのですか。 

○八田座長 だって、最終的には生産性を上げなければしようがないではないですか。少

なくとも、独占は生産性の向上を妨げるでしょう。 

 しかも、漁協の理事長が、やれ自分の彼女のために金を使ったとか、そんな話はめずら

しくないわけです。 

○菅家課長 そんな話があったら、ちゃんと指導しますから、教えてください。その話は、

何ですか。本当ですか。教えてくださいよ。ちゃんと調査しますから、それはどこですか。 

○八田座長 ちょっと待って。その調査するメカニズムが全然ないというのはとんでもな

いではないですか。 

○菅家課長 今のものも、ちゃんと議事録で残るのでしょうね。 

○八田座長 残します。 

○菅家課長 そのような目で見られていると、非常に問題だと思いますけれどもね。 

○八田座長 問題だと思います。 

 だから、そのようなうわさがあるようなところではやはりまずいと思うのです。 

○菅家課長 だったら、個別にそれは指導しますから、教えてください。 

○藤原次長 委員の方の発言のときには、発言しないでください。 

○八田座長 でも、私が言っていることは、独占がそのようなものを必ず生む源になって

いるということです。 

○菅家課長 いや、独占ではなくて優先順位なので、いなければ、下の人が使うわけです。 

○八田座長 いや、同等で比較しなければ独占になる。 

 そのようなことは必ずいろいろな腐敗を生むのです。だから、それはお認めになるでし

ょうと言っているわけです。 

○菅家課長 腐敗と言われる、その意味がよくわからないです。 

○八田座長 独占は、競争がないのだから、少なくともその分の非効率は生むでしょう。 

○菅家課長 これは先ほどの繰り返しになりますけれども、自ら養殖業を営んでいるわけ

ではなくて、その中でやっている人たちの管理調整をしているだけなのです。 

○八田座長 もしそれが必要なら、そこの権利を入札すればいいではないですか。 

○菅家課長 一番そういった役割に適しているのは、やはり地元の事情に精通した漁協が

最も適任だということでやっているわけです。 

○八田座長 では、話は戻るけれども、先ほどの桃浦でどのような弊害があるのかを教え

てください。 

○菅家課長 桃浦につきましては、今のところ、問題は起きていないと聞いていますけれ

ども、そもそも桃浦の会社の構成員となっておられる漁業者の方は、もともと宮城県漁協

の組合員ですし、ずっと前からそこでやっていた方なのです。 
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 それから、桃浦の合同会社自体が法人の組合員ということで、非常に地元の状況によく

通じて、前からやっておられた方なので、そのままでもできたものをあえて法人の形にし

ただけなので、特に問題は起きていないと思います。 

○八田座長 法人の形にしたことによる問題点があったら、教えていただきたい。それは

調べていただきたいと思います。 

 私が余り長く専有してもまずいから、どうぞ。 

○本間委員 今の話で、法人にしなくても組合員なのだから漁業権は取得できる。では、

どうしてその方法をとらなかったのですかね。 

○菅家課長 それはわかりません。宮城県知事の御判断だと思います。 

 この合同会社は漁協の法人組合員の資格を持っておりますので、漁協の組合員としてや

ることもできたわけです。 

○本間委員 そうです。だから、どうしてその方法をとらなかったのかとすごく不思議な

のです。 

○菅家課長 それはわかりません。宮城県知事の御判断だと思います。 

○八田座長 ここは合同会社ではなくて、株式会社にしたほうがさらによかったと思いま

す。 

○菅家課長 いや、別に合同会社ではなくてはだめだという制度でもなくて、株式会社で

も結構です。 

○八田座長 株式会社でも、法的にはできるわけですか。 

○菅家課長 はい。 

 恐らく合同会社だと、議決権が１人１票なので、そのほうが適当だと御判断されたのか

もしれません。 

○八田座長 何でその方が適当なのですか。 

○菅家課長 ですから、推測です。我々は、それはわかりません。法人の形態は特に指定

しているわけではないのです。 

○本間委員 それから、協同組合をどう考えるかですけれども、調整役ということを非常

に強調されていますが、基本的に、日本の場合は協同組合法にのっとっている任意団体で

すよね。利害が一致して、何かを一緒に物事をやりましょうというものが協同組合なので

あって、基本的には１民間団体なわけです。 

 そこにいわば公的な権限である漁業権を優先的に仕組むというのは、歴史的な事情は十

分に承知しているつもりですけれども、それ以外に今日的にどのような意味というか、正

当性があるのか。 

 そのあたりは、どう判断しているのですか。 

○菅家課長 これは地元の漁協なので、地元の浜、地籍の海面の資源の状況とか、漁場の

環境とか、あるいは個々の漁業者がどのような形態で操業しているかということは漁協が

最も熟知しているので、仮に先ほど八田先生がおっしゃるような管理調整をどこかの企業



10 

 

の方がやるといった場合にも、当然、地元の事情を最も精通している者がですね。 

○本間委員 それは情報の話であって、歴史的な厚みもあるし、人的な関係とか、状況と

しては熟知している、それから、代々担ってきていることはわかる。 

 それと公的な権利というか、この場合でいえば、調整も含めて全て漁協に投げるという

か、任せることの矛盾がそろそろでてきているのではないかという気がしているのです。 

 つまり、組織として公的な機関でないところに、優先順位を与えて公的な役割を持たせ

ているものが今の漁業権だと思うのです。 

 そこをいろいろな形で見直していくという方法が必要なのではないかという気がするの

です。 

 漁協は漁協であって、それはやはりワン・オブ・ゼムであって、ほかのいろいろな形の

経営のやり方がある。協同組合もあれば、普通の会社もあれば、個人の漁家、漁師もある

かもしれない。それらを調整する機関は確かに必要なのです。漁業権の調整は必要なのだ

けれども、それを全部カバーするものとして漁協をトップに持ってくることの論理という

か、歴史的な経緯は非常にわかっているつもりですけれども、そこに対して見直すことな

くずって来ていることの疑問はあるのです。 

○菅家課長 確かに、先生がおっしゃるような歴史的経緯もございます。その上で、こう

いった役割を担ってもらう機関というか、法人として、漁協は今のところは最も適当なの

だろうと考えております。 

○本間委員 だから、宮城の例でも、できるのにあえて会社をつくったことのメリットを

やはりきちんと把握しておく必要があるのではないかという気がするのです。 

 それは宮城県の県知事の判断でしょうということなのですけれども、では、県知事はど

うしてそのような判断をしたのか。実態として、その会社がこのような形での参入の仕方

に対して、どのように判断しているのか。それをやはりどこかでヒアリングする必要はあ

るのかなという気はします。 

○菅家課長 宮城県知事がどのような理由で御判断されたかというのは、これはちょっと

私も詳細には存じ上げなくて、このほうがいいのだろうと何かお考えになったのではない

かと思います。 

 この会社の運営なのですけれども、先生は御存じかと思いますけれども、仙台水産とい

う会社が相当資金的に援助をしておりまして、出資もぎりぎり50％にいかないぐらいの四

十数パーセントの範囲まで仙台水産という会社が出資をしておりまして、相当、資金面で

もあれしていますので、公開会社ではなくて財務諸表が入手できないので、財務状況はよ

くわからないのですけれども、今のところは順調な滑り出しではないかと。 

 私どもはこれを別に否定するつもりはなくて、このような特殊な状況下で認めて入った

会社さんでありますので、しっかりやっていっていただきたいという、そこは変わりませ

ん。 

○八田座長 私に言わせれば、特殊な状況だから、まともなことが初めてちょこっとでき
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るようになったと思うのですけれどもね。 

 これはせっかくのいい機会で、弊害、メリットを調査する実験台ができたと思うのです。

それが１つです。 

 それから、これは本間先生がおっしゃったことに関連してですけれども、監査です。漁

協の監査は、公認会計士監査は入れているのでしょうか。 

○菅家課長 きょう、担当課が来ていないので、ちょっとお答えできません。 

○八田座長 しかし、これは公共的な性格を持つのなら、少なくともそのガバナンスはし

っかりしないとまずいですね。理事長による会計が不透明であることを理事が指摘してい

る漁協はあります。 

 だから、公的な役割を担わせるなら、少なくともそこは最低限でしっかりやらないとい

けないのではないかと思います。 

○本間委員 それから、漁協の組合員だから、権利としては漁協を通して漁業権の取得を

できるというものが今の制度なのだけれども、この会社だって、漁協を通して必ず自分が

獲得できるという保証はないわけですね。 

 つまり、漁協の判断、組織としての判断で、組合員であるおまえはだめだという場合だ

って当然あるわけですよ。 

○菅家課長 よほどのことがない限り、組合員としての漁業権の行使は認められていると

思います。 

 漁業権行使規則という規則を組合がつくって、組合員の３分の２以上の総意で定めてお

りまして、この漁業権行使規則はみんなで決めた資源管理、漁場管理のルールを決めたも

のなのです。 

 その中で、どのような人は漁業権行使の対象になるということを決めているはずなので

すけれども、およそ要件がかかっていないので、まず組合員であれば、そこは使えること

になっていると思います。 

○本間委員 だから、制度としてはそこをクリアしなければいけない。要するに、漁業権

そのものはまずは漁協に与えるわけだから、その漁協がいわばそれを細分化するという２

段階になっているわけです。 

 だから、実態としてはほとんどないことも理解しているのですけれども、私が組合員だ

としても、会社にすればすぐに権利をもらえるのだということであれば、そちらの形態を

とる。会社をつくって、漁協を通さなくても確実に行使できる権利があるのだったら、そ

ちらをとりたいと思うのが普通ではないかという気がするのです。 

 だから、実態として拒否された件は、本当に皆無かどうかはわからないのですけれども、

めったにないという話であっても、制度としてそこでバリアが一応あるのだということは、

組合員にとっては、心理的な何らかの抵抗はあるわけです。会社の組織ですっと通るので

あれば、漁協と対等の会社というものがあれば、それを選択する方法もあるわけで、そこ

はバリアがないのだという解釈ではなくて、漁協はやはり上に重しとしてのしかかってい
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るということは、もちろん認識されているのでしょうけれども、個人的にはどうもひっか

かるところではあるのです。 

○菅家課長 漁協という独立の組織があるわけではなくて、結局、漁協も漁業者の代表者

で構成されている組織なので、そうそう差別的な取り扱いは行っていることはないと思い

ますし、逆に、協同組織法上、正当な理由なく、組合員を差別的に扱うこともできないは

ずなので、そこは協同組織としては公正な組織運営はされているのだと思っております。 

○八田座長 しかし、実際問題として、今、申請が来ている三陸漁業水産組合などという

のは、非常に切実な問題として、自分たちは高い順位が欲しいと言っているわけです。 

 ですから、これはもちろん仙台水産の意見も我々としても聞いてみる必要があるという

のは、御指摘のとおりだと思うので、やりますけれども、やはりそのような切実な希望が

あれば、それも当然考慮するということですね。今の前提は、みんな漁協の下で働くこと

に満足しているのだ、だからいいのだと言う議論ですね。 

○菅家課長 私が申し上げたことですか。 

○八田座長 そうです。そういうことですね。 

 だから、もしそれなりの意義があるなら、聞いてみようということですね。 

○菅家課長 意義があるというのは。 

○八田座長 今の漁協のもとで、漁協は非常に公平にやっているから、いいのだというこ

とを、必ずしもそうは思わないところがあれば、それはそのような意見を聞いてみようと

いうことですね。 

○菅家課長 それは先生のほうでということですか。 

○八田座長 違う。おたくのほうです。おたくのほうでは、漁協は公平にやっているから、

漁協に第１順位を持たせておけばいいのだとおっしゃる。 

 私たちは、どこかに独占を与えてしまう、しかも公的なガバナンスの資格がちょっと弱

いところに与えてしまうのは問題ではないかと言うのだけれども、そこのメンバーにさえ

なれば、みんな公平に扱っているのだからいいですよと、今、おっしゃったのだと思うの

です。 

 そうすると、そうではないのですよという実例といいますか、そんなに公平に扱っても

らってはいないということを私どもが情報を提供すれば、それはそれで考慮しようという

ことですね。 

○菅家課長 具体的にどこの誰というものがあれば、調べることは可能です。 

○八田座長 わかりました。 

○菅家課長 この三陸組合ですか、ちょっと我々もいろいろなルートで、直接ではないの

ですが、情報を聞いてみたのですけれども、いろいろな多様な漁獲物の販売を三陸漁業生

産組合の方々はしたいという意向かどうもあるようでして、その点で越喜来の漁業協同組

合があるのですけれども、そことちょっと足並みがそろっていないような状況だと。直接

聞いていないので、正確にはわかりませんけれども、そんな状況らしくて、漁業権がどう
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のこうのということではないような話は聞いております。 

 物の売り方の話として、生産組合と沖合の漁業協同組合の足並みがそろっていない、そ

こを変えていきたいというお話やに聞いていまして、そうであれば、それは別に制度の問

題ではないのですね。 

○八田座長 でも、ここで言っているのは、地元漁協並みの調整力を有していると判断し

てもらえる場合には、他の団体にもやらせてもらいたいと。 

 だから、おっしゃるように、調整力が必要なことはわかっているわけだけれども、そこ

を基準に選んでもらいたい、最初から漁協に優先順位を与えないでほしいという希望です

よ。 

○菅家課長 いや、実際に生産組合さんが思っておられるのは、漁業権がどうということ

ではなくて、売り方でもっと多様な販売方法といった工夫をしたいのだけれども、漁業組

合とうまく足並みがそろっていないのだという話やに聞いておりまして、漁業権がどうの

こうのという話では、どうもないのではないかと。 

○八田座長 生産組合が望んでいることは漁業権の配分のオープン化です。先ほどのお話

で、金儲けを考えるところにいい調整ができないとおっしゃったけれども、実はいい売り

方、いいお客さんの獲得の仕方を知っていることが非常に重要なことです。 

○菅家課長 であれば、例えば、今の漁業者と業務を提携するとか、一緒にやるとか、そ

ういった形で販売面とか、企業が得意な分野でタイアップして支えてもらうとか、そのよ

うなやり方だってウイン・ウインに両方ともうまくいく方法としてはあるわけであって、

何でそこに必ず漁業権のところで入らないといけないのか、何でそこにこだわられるのか

ということはちょっとよくわからないのです。 

○八田座長 漁業権配分の目的は、先ほどの水産資源の保存及び水産資源の最も有効な活

用です。水産資源の有効活用の指標は、一番高く売れるということです。一番高く売れる

ところにやらせるためには、その要件をきちんとした上で、公平にオープンな競争をさせ

ればいいではないかと普通考えますね。 

 それを何もガバナンスもしっかりしていないところ、監査も入っていないところ、とか

くのいろいろなうわさすらあるようなところ、に独占的に与える理由がないではないです

か。もしちゃんと管理してほしい基準があるなら、そちらの基準を特定して、それを満た

すところのなかから、一番能力のあるところを選ぶのが当たり前でしょう。そのために順

位を変えてもらいたいといっているわけです。 

○菅家課長 逆に、生産組合さんの御提案は、販売面がどうこうとか、そのようなことは

おっしゃっていないですか。 

○八田座長 そこも組み合わせていいのです。結局、企業を入れろということと同じこと

ですね。販売もひっくるめて、そこの水産資源を一番うまく活用できるところにやっても

らいましょうと。 

 だから、選択の基準はやはりそこであるべきだと思うのです。 
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○菅家課長 我々としては、ちょっとそこは納得できないところではあります。 

○八田座長 元来の目的達成のために何がふさわしいかということだと思います。 

 したがって、今のお話で出てきたことは、例えば、さまざまな実態調査についてもう少

し情報をいただきたい。 

 １つは、調べたら、カキの機械はほかにも三陸の被害を受けたところでもあるかもしれ

ない、そのようなところは教えていただきたいし、ほかの企業、例えば、仙台水産が入っ

たことによる弊害やいいこと、このような実験したことをなるべく活用したい。 

 それから、先ほどの監査をやっているのかどうかを調べていただいて、もしやっていな

いのならば、このような公的な性格を持っているところに公認会計士監査をやっていない

ことの理由を教えていただたい。 

○菅家課長 監査というのは、どのような意味ですか。 

 組合ですから、普通は県の監査でもそれは必ず入っていると思うのです。 

○八田座長 公認会計士監査が一番いいのではないですか。どんな小さな大学でも、どん

な小さな企業でも公認会計士監査はやるわけです。 

○菅家課長 きょうは担当課が来ていないので、そこは担当課に伝えて対応は考えさせて

ください。 

○八田座長 それから、先ほどおっしゃったような、公的な性格に関することです。公的

な性格を必ずしも持っていない、要するに、私的な団体に対して公的な資格を持たせてい

ることの理屈づけといったものです。 

○本間委員 漁協にやらせるほうが非常にいろいろな意味で都合がいいといいますか、効

率的といいますか、情報も集まるということがあるのだけれども、制度として、法律には

基づいているけれども、民間団体に対して公的な権限を与え続けていることの意義といい

ますか、そこに個人的には疑問があるところなのです。 

 だから、要は調整とか、漁業権の優先順位というか、漁業権を与えるか、与えないかと

いうことは、もっと公的な機関がやるべきであって、それを集中的に漁協という１民間団

体に与えることが果たして妥当なのかどうかという、その妥当性ですね。 

 大きな話だから、ここでやりとりして結論を出すという問題ではないのですけれども、

従来からある問題で、私だけの指摘ではなくて、いろいろなところで指摘されているとこ

ろではあります。 

○八田座長 私どもは、そこのところを頭に置いておいて戴きたいと思います。 

 よろしいですか。 

○原委員 はい。大丈夫です。 

○八田座長 どうもお忙しいところをありがとうございました。 

○菅家課長 ちょっと確認ですけれども、カキむきの機械の我が国の導入状況ですね。 

○八田座長 私は、会社がやった１つのメリットはそのようなことがあったと思っている

のです。 



15 

 

 だから、もしカキをむく人がかなり少なくなったところで、漁協でも機械を入れたとこ

ろがあったら、ぜひ教えていただきたいということです。もちろん、広島の例も背景をち

ょっと教えていただきたい。 

○菅家課長 多分それは情報としてはわかっているけれども、導入するのと人でむくのと

どちらがいいかというバランスの問題だと思います。 

○八田座長 会社を入れたことのメリット、デメリットというコンテクストでいろいろと

教えていただきたいということです。 

 当然、メリットだってあることを可能性として考えながら行政はやっておられると思い

ます。 

○菅家課長 それはちゃんと頑張っております。 

 ただ、きょうの先生とのお話で、漁協に優先権を与えることが我々はいいと思っている

わけですけれども、先生は個別に入った企業でも全体の管理ができるのだと、そこは全然

納得できていないのです。 

○八田座長 できるような入札の仕方を考えなければいけないのです。 

○菅家課長 そのようなことをやりたいと言っている人はいるのですか。 

○八田座長 いるではないですか。 

○菅家課長 三陸の組合ですか。 

○八田座長 そういうことでしょう。 

 次の方がいるのですが。 

○菅家課長 こちらから生産組合に直接当たってみてもよろしいですか。 

○八田座長 これはどうしますか。面と向かってやっていただくのが一番いいのかな。 

○藤原次長 そのやり方はまた御相談してもよろしいですか。 

○八田座長 ちょっと相談させていただきましょう。 

○菅家課長 こちらから出張してもいいですし、本当にここがやるのがいいのか。 

○八田座長 ここで一緒にやるのが一番いいような気がします。 

○藤原次長 では、またそういった機会も設けさせていただく方向で、済みません、時間

がそろそろということです。 

○八田座長 ほかでは、結構ここで一緒にやっていただいているのですよ。 

 では、どうもありがとうございました。 

 


